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第12章 その他の検討事項 
第１節 ＰＦＩ実施事例の調査及び整理 

１－１ 最終処分場ＰＦＩ実施事例の抽出及び概要 

１） PFI の概要 

「PFI（Private Finance Initiative：プライベート・ファイナンス・イニシアティ

ブ）」とは、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的

能力を活用して行う新しい手法である。 

我が国では、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」(PFI

法)が平成 11 年 7 月に制定され、平成 12年 3 月に PFI の理念とその実現のための方法

を示す「基本方針」が、民間資金等活用事業推進委員会（PFI 推進委員会）の議を経て、

内閣総理大臣によって策定され、PFI 事業の枠組みが設けられた。 

英国など海外では、既に PFI 方式による公共サービスの提供が実施されており、有料

橋、鉄道、病院、学校などの公共施設等の整備等、再開発などの分野で成果を収めてい

る。 

PFI 事業の効果を以下に示す。 

 

1.1.1.1.低廉低廉低廉低廉かつかつかつかつ良質良質良質良質なななな公共公共公共公共サービスサービスサービスサービスがががが提供提供提供提供されることされることされることされること 

PFI 事業では、民間事業者の経営上のノウハウや技術的能力を活用できる。また、事

業全体のリスク管理が効率的に行われることや、設計・建設・維持管理・運営の全部又

は一部を一体的に扱うことによる事業コストの削減が期待できる。これらにより、コス

トの削減、質の高い公共サービスの提供が期待される。 

 

2.2.2.2.公共公共公共公共サービスサービスサービスサービスのののの提供提供提供提供におけるにおけるにおけるにおける行政行政行政行政のののの関関関関わりわりわりわり方方方方のののの改革改革改革改革 

従来、国や地方公共団体等が行ってきた事業を民間事業者が行うようになるため、官

民の適切な役割分担に基づく新たな官民パートナーシップが形成されていくことが期

待される。 

 

3.3.3.3.民間民間民間民間のののの事業機会事業機会事業機会事業機会をををを創出創出創出創出することをすることをすることをすることを通通通通じじじじ、、、、経済経済経済経済のののの活性化活性化活性化活性化にににに資資資資することすることすることすること    

従来、国や地方公共団体等が行ってきた事業を民間事業者に委ねることから、民間に

対して新たな事業機会をもたらし、他の収益事業と組み合わせることによっても、新た

な事業機会を生み出すこととなる。PFI 事業のための資金調達方法として、プロジェク

ト・ファイナンス等の新たな手法を取り入れることで、金融環境が整備されるとともに、

新しいファイナンス・マーケットの創設につながることも予想される。このようにして、

新規産業を創出し、経済構造改革を推進する効果が期待される。 
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２） PFI 事業の条件 

PFI の基本理念や期待される成果を実現するため、PFI 事業は次のような性格を持つ

ことが求められる。 

 

・公共性のある事業であること(公共性原則)。 

・民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用すること(民間経営資源活用原則)。 

・民間事業者の自主性と創意工夫を尊重することにより、効率的かつ効果的に実施

すること(効率性原則)。 

・特定事業の選定、民間事業者の選定において公平性が担保されること(公平性原則)。 

・特定事業の発案から終結に至る全過程を通じて透明性が確保されること(透明性原

則)。 

・各段階での評価決定について客観性があること(客観主義)。 

・公共施設等の管理者等と選定事業者との間の合意について、明文により、当事者

の役割及び責任分担等の契約内容を明確にすること(契約主義)。 

・事業を担う企業体の法人格上の独立性又は事業部門の区分経理上の独立性が確保

されること(独立主義)。 

 

３） PFI 事業の実施手順 

PFI 事業の実施手順は、図 12-1-1 に示すとおりである。 
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出典：PFI 事業実施プロセスに関するガイドライン 内閣府 民間資金等活用事業推進室 

図 12-1-1 PFI 事業の実施手順 

 

４） 最終処分場ＰＦＩ実施事例 

最終処分場及びリサイクル施設に関するPFI事例は、表12-1-1に示すとおりである。 

 

表 12-1-1 PFI 事例 

県名 自治体 期間 事業方式 選定方法

北海道 北見市 17年 BOT 総合評価一般競争入札

北海道 稚内市 14年 BTO 総合評価一般競争入札

千葉県 野田市 15年 BOO 総合評価一般競争入札

17年

15年（維持
管理・運
営）

三重県 鈴鹿市 23年 BTO 総合評価一般競争入札

大阪府 堺市 26年 BTO 公募プロポーザル

兵庫県 姫路市 23年 DBO 総合評価一般競争入札

福岡県 北九州市 16年 BOO 総合評価一般競争入札

長泉町 総合評価一般競争入札

（仮称）姫路市新美化センター整備運営事業 一般廃棄物処理施設

静岡県
長泉町一般廃棄物最終処分場（仮称）の整
備・運営事業

一般廃棄物最終処分場

堺市・資源循環型廃棄物処理施設整備運営事
業

一般廃棄物処理施設

鈴鹿市不燃物リサイクルセンター２期事業 一般廃棄物処理施設

（仮称）北九州市ストックヤード（プラス
チック製容器包装選別施設）整備運営事業

一般廃棄物処理施設

野田市リサイクルセンター整備運営事業 一般廃棄物処理施設

BOT

稚内市廃棄物最終処分場整備運営事業 一般廃棄物最終処分場

事　　業　　名 施　設

留辺蘂町外２町一般廃棄物最終処分場整備及
び運営事業

一般廃棄物最終処分場

 
出典：（財） 地域総合整備財団 自治体 PFI 推進センター 

BOO：民間事業者が施設等を建設し、維持・管理及び運営し、事業終了時点で民間事業者が施設を解体・

撤去する等の事業方式。 

BOT：民間事業者が施設等を建設し、維持・管理及び運営し、事業終了後に公共施設等の管理者等に施設

所有権を移転する事業方式。 

BTO：民間事業者が施設等を建設し、施設完成直後に公共施設等の管理者等に所有権を移転し、民間事業

者が維持・管理及び運営を行う事業方式。 

DBO：民間事業者が設計、建設、運営を一括して実施。施設の所有，資金の調達については公共側が行う。 

総合評価一般競争入札：公共事業で事業者を決める入札制度のひとつ。一定の参加条件を満たす者が広

告により自由に競争できる入札（一般競争入札）で、審査基準により評価を行

い性能等の評価点及び入札金額を総合的に評価し、最高の評価点となった者を

落札者とする方式。 

公募プロポーザル：官公庁などの発注者が設計者を選定する場合に、設計者に設計の運営体制、過去の作
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品、当該建築等に対する考え方の書類を提出させ、選定する方式。 

 

１－２ ＰＦＩ実施に関する検討手順 

ＰＦＩの導入にあたっては、性能発注などの仕組みを通じて、民間事業者が持つノ

ウハウを十分に引き出せるかどうかが大きな鍵となる。つまり、民間事業者側が自由

に提案できる範囲、創意工夫を発揮する余地の大きい事業は、ＰＦＩを導入する効果

が高く、ＰＦＩに適しているということができる。 

例えば、設計・建設・維持管理・運営を一括してＰＦＩ事業者に任せることが可能

な事業や、維持管理、運営のウエイトが大きい事業は、民間事業者の創意工夫を発揮

する余地が大きいと考えられる。 

ＰＦＩ実施に関する検討手順は、図 12-1-2 に、ＰＦＩ導入可能性調査の概要は、表

12-1-2 に示すとおりである。 

 

１. 事業概要の整理
・委託業務や法的規制などの事業概要の把握
・同種の事業へのＰＦＩ導入事例の確認などの実施

２. ＰＦＩ導入の効果等の整理
・ＰＦＩ導入の効果を定性的な視点から整理

３. ＰＦＩ導入可能性調査
・専門調査機関を活用して、次の項目などについて、詳細な調査・検討を実施
・事業計画の整理、法制度の整理、補助金制度の整理、PFI導入範囲の検
討、事業形態等の検討、リスク分担等の検討、VFMの算定、民間事業者の
参入意向等の把握、課題の整理など

ＰＦＩ手法で実施すること
とし、具体化に向けた
手続きの実施

ＰＦＩ以外の民活手法、
あるいは、従来手法で
の実施に向けた検討

効果あり 効果なし

効果あり 効果なし

 
 

図 12-1-2 ＰＦＩ実施に関する検討手順 
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表 12-1-2 ＰＦＩ導入可能性調査の概要 

調査・検討項目 調査・検討の概要 

事業計画の整理 ・施設計画や業務内容、事業スケジュール等の事業計画を整理する。 

法制度の整理 ・関係法令や諸規制との関係を整理する。 

補助制度の整理 
・補助金や交付金、公的融資、税制優遇等の公的支援について、現在想

定されているもの及び適用可能と考えられるものについて整理する。 

・設計・建設・維持管理・運営の各段階において、どこまでをＰＦＩ導

入の範囲とするかを検討する。 
ＰＦＩ導入範囲の検討 

・特に業務委託の状況や公共性の確保、民間のリスク管理の可能性等の

視点を踏まえ、詳細に検討する。 

事業形態等の検討 
・事業形態（サービス購入型／ジョイントベンチャー型／独立採算型）

や、事業方式（ＢＯＴ／ＢＴＯ等）、サービス対価の支払方法を検討

する。 

リスク分担等の検討 
・リスクを洗い出したうえで、県と民間事業者のリスク分担や、リスク

の定量化を検討する。 

・ＰＳＣとＰＦＩ事業のＬＣＣを算定し、ＶＦＭの評価を行う。 

ＶＦＭの算定 ※ＶＦＭの算定は可能な範囲において極力精度を確保する必要があり、

客観性及び透明性の向上を図りつつ、算定のために多大な労力をかけ

すぎることのないよう留意する必要がある。 

・ＶＦＭの算定と併せて民間事業者の採算性を確認するとともに、民間

事業者の参入意欲や参入条件、事業内容に対する意見をヒアリングや

アンケート等によって把握する。また、ＰＦＩを実施した際の事業費

算定に参考となる情報の収集も行う。 
民間事業者の参入意向等の把握 

※ＰＦＩ事業に関する情報が特定の民間事業者のみに流出する危険があ

るため、市場調査の実施にあたっては、配慮が必要。 

課題の整理 ・ＰＦＩを導入する場合の課題を整理する。 

ＰＦＩ導入可能性の評価 
・以上の調査・検討の結果を踏まえ、ＰＦＩ導入の可能性を評価する。

また、ＰＦＩの導入が可能と判断された場合は、今後のスケジュール

等を整理する。 

 

１－３ ＰＦＩ以外の手法 

ＰＦＩ以外の事業手法としては、従来方式である業務分離発注方式、設計施工一括

発注方式、設計施工管理一括発注方式があげられる。その特徴を表 12-1-3 に示す。 

 

表 12-1-3 事業手法の特徴 

 従来方式 

（業務分離発注方式） 

ＤＢ方式 

（設計施工一括発注方式） 

ＤＢＯ方式（設計施工管理

一括発注方式） 

資金調達 市 市 市 

建設中 市 市 市 施設の

所有 供用後 市 市 市 

発注方式 仕様書発注 性能発注 性能発注 

契約形態 分割契約 

(設計、建設、維持管理) 

設計施工一括契約 包括的一括契約 

（設計施工一括契約＋維

持管理委託契約） 

契約期間 単年度契約 年度契約 長期間契約 

実施主体 各業務は別主体 設計・建設は同一主体 

（維持管理は別主体） 

全業務が同一主体 
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DB方式：民間が設計・建設を一括して行い、施設の所有、運営、資金調達については公共が行う方式。 

DBO方式：民間が施設の設計・建設・運営・維持管理を一括して行い、施設の所有、資金調達に関して

は公共が行う方式。 

仕様発注：公共側が施設の詳細設計図を策定し、定められた仕様に基づき民間に委託する手法で、質に

関する民間事業者の役割は公共側が作成した仕様どおりに施設の建設等を行う。 

性能発注：発注者が求めるサービス水準を明らかにし、事業者が満たすべき水準の詳細を規定した発注

方法でどれだけ質の施設やサービスが実現されるかは民間事業者が考える詳細仕様によって

決まるところが多い。 
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第２節 一般的な施設整備に係る全体計画 

一般的な施設整備に係る全体計画を図 12-2-1～図 12-2-3 に示す。 

 

１年目

2年目

３年目

４年目

５年目

６年目

７年目

８年目

処理方式の検討

整備構想等の検討

環境アセスメント

施設整備基本計画

測量・地質調査 用地取得

一般廃棄物処理
基本計画

建設工事等

循環型社会形成
推進地域計画

基本設計

発注仕様書作成

実施設計

供用開始

 

表 12-2-1 一般的な施設整備に係る全体計画(業務分離発注方式) 
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１年目

2年目

３年目

４年目

５年目

６年目

７年目

８年目

処理方式の検討

整備構想等の検討

ＰＦＩ導入
可能性調査

施設整備基本計画

測量・地質調査 環境アセスメント

一般廃棄物処理
基本計画

建設工事等

循環型社会形成
推進地域計画

基本設計

供用開始

用地取得

ＰＦＩ事業者の選定

 

表 12-2-2 一般的な施設整備に係る全体計画(PFI 方式) 
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１年目

2年目

３年目

４年目

５年目

６年目

７年目

８年目

処理方式の検討

整備構想等の検討

ＰＦＩ導入
可能性調査

施設整備基本計画

測量・地質調査 環境アセスメント

一般廃棄物処理
基本計画

建設工事等

循環型社会形成
推進地域計画

基本設計

発注仕様書作成

供用開始

用地取得

 

表 12-2-3 一般的な施設整備に係る全体計画(DB 方式) 

 

 


